
政策評価シート（令和元～４年度）

（１）総合評価

※【評価基準】Ｓ：政策の目的が十分に達成されている。Ａ：政策の目的が達成されている。Ｂ：政策の目的があまり達成されていない。Ｃ：政策の目的が達成されていない。

※総合評価は、原則、指標の達成状況（達成率）に基づき判断する。ただし、指標の分析結果や指標以外の成果等により、指標の達成状況（達成率）と異なる評価とする場合は、その理由を必ず記載すること。

（２）成果指標

※【評価基準】ｓ：既に目標値を達成している、ａ：目標値を達成する見込みである、ｂ：目標値をやや下回る見込みである、ｃ：目標値を大幅に下回る見込みである

（３）第４次総合計画に向けた見直し等

（４）政策を構成する施策及び主要事業

総合評価
結果

R元 R２ R３

施策２次代を担う多様な人材の育成施策１

Ａ Ａ Ａ

総合評価
結果

良質な就労環境の創出若者や女性、高齢者、障がい者の雇用機会の創出

総合評価
結果

R元 R２ R３R元 R２

Ａ Ａ Ａ ＡＡ

施策３

Ａ

R３

〇新型コロナウイルスの感染拡大を契機に、テレワークなどの多様な働き方の普及が加速したことを活かし、市内企業とともに良質な就労環境の創出を推進していく。
〇生産年齢人口が年々減少している状況にあるため、市内企業における人材確保のためには、引き続き、人材の育成や企業と人材の交流を推進していく。

ａ

104.1%

74.70% 現状値以上 78.02%

３兆2,140億円
（2022）

３兆3,472億円
(2018) ａ

市内総生産額
現状値：３兆880億円(2014推計)
目標値：３兆2,140億円(2022)

第２次静岡市産業振興プランと同じ目標とした。
第２次静岡市産業振興プランは経済センサス等の統計資料から平成26年推計値３兆８８０億円及びＲ４目標値
３兆2,140億円を算出した。

分野 ３　商工・物流

政策

政策の
目的

若者への地元就職・UIJターン就職の促進や、経営者への多様な人材への理解を深めるセミナー等を通じて人材の確保を推進した。成果指標としている生産年齢人口（15歳～64歳）における就業者の割合も目標を達
成していることから、政策の目的が達成されていると判断し「Ａ」評価とした。

評価

理由

Ａ：政策の目的が達成されている

指標名

生産年齢人口（15歳～64歳）に
おける就業者の割合（国勢調査）

３兆880億円
(2014推計)

経済局

稲葉　光

所属

達成率(％)
（R4.3末時点）

104.40%

氏名

４　次世代を担う優れた人材の育成と多様な人材が活躍する雇用の場の創出を図ります

評
価
責
任
者

【企業が求める人材の育成と定着】
○中小企業においては、企業の人材ニーズと求職者の就労ニーズのミスマッチが生じています。
○優れた技術や能力を有する人材を確保・育成するとともに、優れた人材が本市に定着するための環境づくりが求められています。

目標値の算出根拠

令和２年度の国勢調査結果から現状値を抽出し、現状値以上とすることを目標とした。

R4目標値
実績値

（R4.3末時点） 評価現状値



施策評価シート（令和元年度～４年度）

（１）総合評価

※【評価基準】Ｓ：施策の目的が十分に達成されている。Ａ：施策の目的が達成されている。Ｂ：施策の目的があまり達成されていない。Ｃ：施策の目的が達成されていない。ー：評価できない。

※総合評価は、原則、指標の達成状況（達成率）に基づき判断する。ただし、指標の分析結果や指標以外の成果等により、指標の達成状況（達成率）と異なる評価とする場合は、その理由を必ず記載すること。

（２）成果指標

※【評価基準】ｓ：105％以上、ａ：95％以上105％未満、ｂ：85％以上95％未満、ｃ：70％以上85％未満、ｄ：70％未満

分野 ３　商工・物流 評
価
責
任
者

所属 経済局　商工部　産業振興課

政策 ４　次世代を担う優れた人材の育成と多様な人材が活躍する雇用の場の創出を図ります 氏名 課長　石川　賢一

Ａ：施策の目的が達成されている。 理由 クラフトマンサポート事業については、長期支援では新規２名を含めた５名が利用、独立支援では新規１名が利用し、事業の目的が概ね達成できているため。

令和３
年度

Ａ：施策の目的が達成されている。 理由
新規創業者数については,目標値をわずかに下回ったものの、特定創業の認定は増加しており、クラフトマンサポート事業については、長期支援では新規２名を含めた
６名が利用、独立支援については、進めてきた独立準備が先送りとなり、Ｒ２以降の計画に変更となったものの、事業の目的が概ね達成できているため。

施策 １　次代を担う多様な人材の育成

施策の
目的

　本市の伝統工芸業界においては、指導者である職人の高齢化、ライフスタイルの変化による若者の伝統工芸離れが顕著で、後継者対策は喫緊の課題となっていま
す。また、伝統工芸業界の中には１業界の職人数が１、２人という業界も増加してきており、後継者対策や人材育成への行政の積極的な関与が求められています。

総
合
評
価

令和元
年度

Ａ：施策の目的が達成されている。 理由
新規創業者数については概ね目標値を達成、クラフトマンサポート事業については、長期支援では新規２名を含めた６名が利用、独立支援については、進めてきた独
立準備が先送りとなり、Ｒ２以降の計画に変更となったものの、事業の目的が概ね達成できているため。

令和２
年度

令和４
年度

ー 理由 ー

成
果
指
標

指標名 現状値 年度 目標値 実績値 達成率（％） 評価 目標値の算出根拠

新規創業者数 31者
（H28-H30平均値）

1 35者 34者 97.1% a

a

4 35者 ー ー ー

産学交流センター及び中小企業支援センターの創業支援による新規創業者数の過去３年間（H28-
H30）の実績値から、31者を予想値として算出。他産業支援施設との連携による産業支援体制の強化
を図り、予想値を超える35者／年を目標値として設定した。

2 35者 36者 102.8% a

3 35者 31者 88.6%

a

長期支援事業、独立支援事業の新規申込者数。毎年度予算の範囲内で新規を募集している。申込人
数を同水準に維持していくことにより、指導者と実習者のマッチングなど課題をクリアできる対象
者を慎重に選定した方が、伝統工芸の後継者が着実に増えていくため。

2 ①２名②１名 ①２名②１名 ①100％②100％ a

3 ①２名②１名 ①３名②２名

1 ①２名②１名 ①２名②０名 ①100％②０％

①150％②200％

1

s

4 ①２名②１名 ー ー ー

クラフトマンサポート事業　新規受入数
①長期支援事業：３名
②独立支援事業：２名

4

2

3

指
標
以
外
の

成
果



（３）施策を構成する主要事業

※主要事業の優先順位は、各施策の目的や指標を達成する上で、重要度、貢献度などの観点から高いものから順位とする。

※達成状況の凡例（◎：計画より進んでいる、○：計画どおり進んでいる、△：計画より遅れている、－：計画上実施時期が到来していない、新型コロナウイルス感染症の影響により実施できなかった）

（４）今後に向けた見直し等

主要事業名 主な活動内容
優先
順位

年度 現計予算額
前年度から
の繰越額

決算額
人工

達成
状況

正規 非常勤 臨時

地場産業後継者育成事業

①短期支援事業；対象者に最長３ケ月の技術指導実施
②長期支援事業；対象者に最長２年間の技術指導実施。
③独立支援事業；対象者の工場等の賃借料に、最長３年間、補助金交付
④雇用奨励金事業；長期修了者の雇用主に対し、最長３年間、給与の一部を
補助金交付

1

1 9,840 0 6,685 0.3 0.0 0.0

○
2 9,060 0 4,812 0.3 0.0 0.0

3 8,325 0 7,742 0.3 0.0 0.0

ー4 ー ー ー ー ー

ものづくり教育推進事業

①出前授業の実施
市内小学校の授業の中で、プラモデルをテーマに座学と工作体験を実施
②静岡ホビーショー小中高校生招待日における市内小学校の参加支援
静岡ホビーショー小中高校生招待日に参加する市内小学校に対し、送迎バス
の手配等支援を実施。

2

1 3,800 0 2,673 0.2 0.0

1,530 0 680 0.2 0.0 0.0

0.0

○
2 1,000 0 953 0.2 0.0 0.0

3

ー4 ー ー ー ー ー

1

2

3

4

1

2

3

4

3

1

年度 課題 見直しの方向性

令和元年度 地場産業後継者育成事業について、実習者と指導者とのマッチングが課題となっている。
伝統工芸の後継者が着実に増えていくよう、実習者・指導所とコミュニケーションを密に図り、対象者の慎重
な選定や新たな指導者の確保に重きを置いて実施していく。

4

2

令和４年度 - -

令和２年度 地場産業後継者育成事業について、実習者と指導者とのマッチングが課題となっている。 指導所の経営状態や実習者の将来展望を調査・把握し、慎重に対象者を選定していく。

令和３年度
地場産業後継者育成事業について、実習者と指導者とのマッチングが課題となっている。また、雇用奨励金事業の利用
者が少ないなど、技術習得後の若手職人に対して業界定着性を促すことが課題となっている。

雇用奨励金の対象者条件を緩和するなど、伝統工芸界の業態に則すよう、制度の見直しを進める。



施策評価シート（令和元年度～４年度）

（１）総合評価

※【評価基準】Ｓ：施策の目的が十分に達成されている。Ａ：施策の目的が達成されている。Ｂ：施策の目的があまり達成されていない。Ｃ：施策の目的が達成されていない。ー：評価できない。

※総合評価は、原則、指標の達成状況（達成率）に基づき判断する。ただし、指標の分析結果や指標以外の成果等により、指標の達成状況（達成率）と異なる評価とする場合は、その理由を必ず記載すること。

（２）成果指標

※【評価基準】ｓ：105％以上、ａ：95％以上105％未満、ｂ：85％以上95％未満、ｃ：70％以上85％未満、ｄ：70％未満

指
標
以
外
の

成
果

2

3

1

s

4 90% ー ー ー

就職支援関連事業における市内企業への就職関
心度

89.1％
（Ｈ30）

4

s
直近３か年の実績値（R1：97.5％、R2：94.0％、R1：95.8％）
【年間目標値】
首都圏へ進学した学生や他県から静岡へ進学している若者をはじめ、市内企業の情報が十分に行き
届いていない現状を踏まえ、大学3年生以下の就職活動前に、市内企業に対する関心を高め、企業研
究を促すことが重要である。このことから、本事業による学生アンケートを通じた、市内企業の就
職関心度を指標とするとともに、過去の実績から、90％維持を目標値として設定した。

2 90% 98% 108% s

3 90% 97%

1 90% 97% 108%

108%

s

4 ５社 ー ー ー

直近３か年の実績値（Ｈ30：５社、Ｒ１：４社、Ｒ３：８社）
【年間目標値】
表彰事業開始年度の表彰事業所数５社（Ｈ21）を基準とする。Ｒ１～Ｒ４累計：20社
※Ｒ２は新型コロナウイルス感染症の影響により事業実施なし

2 ５社 ー ー ー

3 ５社 ８社 160.0%

Ａ：施策の目的が達成されている。 理由
表彰数については４社であったが、各社の取組内容は非常に高いレベルで市内事業所の手本とすることができ、表彰式の開催等で市内に広く取り組み周知することが
できた。また、若者の指標である就職支援関連事業における市内企業への就職関心度が、97％と目標を大きく上回る結果となり総合評価をＡとした。

令和２
年度

令和４
年度

ー 理由 ー

成
果
指
標

指標名 現状値 年度 目標値 実績値 達成率（％） 評価 目標値の算出根拠

多様な人材の活躍応援事業所表彰数
５社

（Ｈ30）

1 ５社 ４社 80.0% b

分野 ３　商工・物流 評
価
責
任
者

所属 経済局　商工部　商業労政課

政策 ４　次世代を担う優れた人材の育成と多様な人材が活躍する雇用の場の創出を図ります 氏名 課長　平尾　隆司

Ａ：施策の目的が達成されている。 理由
新型コロナウイルス感染症の影響により表彰事業を実施できなかったが、就職支援関連事業における市内企業への就職関心度が、97.5％と目標を大きく上回る結果と
なり総合評価をＡとした。

令和３
年度

Ａ：施策の目的が達成されている。 理由
表彰事業については目標値の５者を上回る８社の表彰を実施できたことや就職支援関連事業における市内企業への就職関心度が、97.5％と目標を達成したことから総
合評価をＡとした。

施策 ２　若者や女性、高齢者、障がい者の雇用機会の創出

施策の
目的

　労働力人口の減少・高齢化が進む中で、若者や女性・高齢者・障がい者などより多くの就労参加を促進し、地域社会や産業を支える人材の確保を図ります。

総
合
評
価

令和元
年度



（３）施策を構成する主要事業

※主要事業の優先順位は、各施策の目的や指標を達成する上で、重要度、貢献度などの観点から高いものから順位とする。

※達成状況の凡例（◎：計画より進んでいる、○：計画どおり進んでいる、△：計画より遅れている、－：計画上実施時期が到来していない、新型コロナウイルス感染症の影響により実施できなかった）

（４）今後に向けた見直し等

令和４年度 ー ー

令和２年度
新型コロナウイルス感染症の影響により企業表彰について実施できなかったため、実施可能な新たな手法を検討する必
要がある。また、勤労者や企業の雇用労働状況も変化していることが見込まれるため、最新の情勢に応じた施策を検討
する必要がある。

リモートでの事業実施など新型コロナウイルス感染症が拡大する状況下でも実施可能な事業方法を関係機関と
検討する。あわせて最新の状況を注視しながら、勤労者、企業のニーズ・状況を見極め、必要な施策を行って
いく。

令和３年度
引き続き新型コロナウイルス感染症の影響はあるものの、対面のメリットもあるため、リモートとの併用で事業を実施
する必要がある。

関係機関の方針に合わせ、対面とリモートの併用での事業実施を検討する。あわせて最新の状況を注視しなが
ら、勤労者、企業のニーズ・状況を見極め、必要な施策を行っていく。

年度 課題 見直しの方向性

令和元年度
静岡市で働きたいと思う人材の確保のためには、魅力ある市内企業の存在を広く周知することが必要であるため、表彰
事業について知名度を上げ、量と質を確保しながら、応募数を増やしていくことが課題である。

主要事業それぞれを連携させ、多様な人材の活躍の場を増やし、表彰事業で取り上げていく流れを作ってい
く。また、表彰事業の全体周知と個別周知に注力し、より多くの魅力ある企業の掘り起こしを行う。

4 ー ー ー ー ー

障がい者の雇用確保支援事業
①障害者面接会の開催
②精神・発達障害者しごとサポーター養成講座の開催

5
0.0

0.0

○
2 378 0 181 0.1 0.0 0.0

3

ー

1 365 0 152 0.2 0.1

337 0 144 0.1 0.0

0.0

0.0

○
2 59,151 0 16,905 1.5 0.5 0.0

3

ー4 ー ー ー ー ー

新幹線通学費貸与事業

①県外の大学等へ通う学生に対し、新幹線通学定期券の購入に要する経費の
一部を貸与
②当該事業周知のため、年に２回市内全高校を訪問し、チラシ等を配布
③当該事業利用者へ定期的に地元就職情報を送付

2

1 67,450 0 46,302 1.5 0.5

49,843 0 27,263 1.5 0.5

0.0

0.0

○
2 12,100 0 12,100 0.3 0.0 0.0

3

ー4 ー ー ー ー ー

企業ＯＢ等による中小企業支援
①市内中小企業と企業OB等とのマッチング支援
②企業向け、人材向けセミナー

4

1 12,120 0 12,087 0.3 0.0

10,734 0 10,734 0.3 0.0

0.0

0.0

○
2 3,989 0 2,564 0.5 0.1 0.0

3

ー4 ー ー ー ー ー

女性の就労環境の整備
①ダイバーシティ経営推進セミナー
②多様な人材の活躍応援事業所表彰
③表彰受賞事業所等の取組の見える化

2

1 3,992 0 2,114 0.5 0.1

3,506 0 2,073 0.5 0.1

0.0

○

2 15,999 0 14,932 2.0 0.1 0.0

3 14,565 0 14,548 2.0 0.1 0.0

ー4 ー ー ー ー ー

地元就職・UIJターン就職の促進

１　若者向け企業研究機会の創出
　①　企業情報収集・更新
　②　市内で働く魅力発見セミナー
　③　女子学生と女性社員のＵＩＪターン促進交流会
　④　中小企業向けインターンシップ
　⑤　若者就活応援サイト「しずまっち」の運営
　⑥　市内高校同窓会の就職支援情報誌制作支援
　⑦　高校生向けキャリア形成支援

1

1 14,184 0 14,162 2.0 0.1

主要事業名 主な活動内容
優先
順位

年度 現計予算額
前年度から
の繰越額

決算額
人工

達成
状況

正規 非常勤 臨時



施策評価シート（令和元年度～４年度）

（１）総合評価

※【評価基準】Ｓ：施策の目的が十分に達成されている。Ａ：施策の目的が達成されている。Ｂ：施策の目的があまり達成されていない。Ｃ：施策の目的が達成されていない。ー：評価できない。

※総合評価は、原則、指標の達成状況（達成率）に基づき判断する。ただし、指標の分析結果や指標以外の成果等により、指標の達成状況（達成率）と異なる評価とする場合は、その理由を必ず記載すること。

（２）成果指標

※【評価基準】ｓ：105％以上、ａ：95％以上105％未満、ｂ：85％以上95％未満、ｃ：70％以上85％未満、ｄ：70％未満

分野 ３　商工・物流 評
価
責
任
者

所属 経済局　商工部　商業労政課

政策 ４　次世代を担う優れた人材の育成と多様な人材が活躍する雇用の場の創出を図ります 氏名 課長　平尾　隆司

Ａ：施策の目的が達成されている。 理由
事業として優先度の高いジョイブ静岡に関して、成果指標としている会員数が増加していることや、働きやすいと思う市民の割合についても成果指標の目標値には到
達していないものの、昨年度よりも増加していることから総合評価はＡとした。

令和３
年度

Ａ：施策の目的が達成されている。 理由
ジョイブ静岡に関して、コロナ禍で活動が制限される中であっても会員事業所数は増加しており会員人数も大幅な減少はないことや、働きやすいと思う市民の割合に
ついても増加していることから総合評価はＡとした。

施策 ３　良質な就労環境の創出

施策の
目的

　勤労者に福利厚生やスキル向上の機会を提供し、誰もが活躍しやすい就労環境づくりに取り組みます。

総
合
評
価

令和元
年度

Ａ：施策の目的が達成されている。 理由
主要事業を計画通り実施し、成果指標に掲げる目標を概ね達成した。
また、各勤労者福祉センターの利用者満足度も高く、勤労者の福利厚生やスキル向上の機会の提供を図ることができたため総合評価はＡとした。

令和２
年度

令和４
年度

ー 理由 ー

成
果
指
標

指標名 現状値 年度 目標値 実績値 達成率（％） 評価 目標値の算出根拠

働きやすいまちと思う市民の割合
48.8%

（Ｈ30）

1 50.50% 49.20% 97.4% a

b

4 63% ー ー ー

直近３か年の実績値（Ｒ１：49.2％、Ｒ２：51.1％、Ｒ３：52.1％）
【年間目標値】
各年４～５％の割合増加を目標として、設定した。
【外的要因あり】
時勢に影響を受ける可能性が高い。

2 55% 51.10% 92.9% b

3 59% 52.10% 88.3%

直近３か年の実績値（Ｈ29：16,121人、Ｈ30：16,707人、R1：17,794人）
【年間目標値】
当団体が定める事業計画書及び外郭団体経営委計画書に基づく目標値を設定

2 18,700人 17,794人 95.2% a

3 19,600人 17,586人

1 17,800人 17,468人 98.1%

89.7%

1

b

4 20,500人 ー ー ー

ジョイブ会員数
16,707人
（Ｈ30）

4

a

2

3

指
標
以
外
の

成
果



（３）施策を構成する主要事業

※主要事業の優先順位は、各施策の目的や指標を達成する上で、重要度、貢献度などの観点から高いものから順位とする。

※達成状況の凡例（◎：計画より進んでいる、○：計画どおり進んでいる、△：計画より遅れている、－：計画上実施時期が到来していない、新型コロナウイルス感染症の影響により実施できなかった）

（４）今後に向けた見直し等

主要事業名 主な活動内容
優先
順位

年度 現計予算額
前年度から
の繰越額

決算額
人工

達成
状況

正規 非常勤 臨時

勤労者福祉サービスセンター支援事業
①勤労者福祉サービスセンターの運営に係る補助金交付
②当団体の認知度を高めるための広報支援

1

1 39,652 0 39,652 0.3 0.1 0.0

○
2 39,746 0 39,746 0.3 0.1 0.0

3 39,723 0 39,723 0.3 0.1 0.0

ー4 ー ー ー ー ー

東部勤労者福祉センター（清水テルサ）特定天井改修工事 施設改修工事(R2完了) 2

1 131,400 0 0 0.2 0.0

ー ー ー ー ー ー

0.0

○
2 123,040 0 112,161 0.2 0.0 0.0

3

ー4 ー ー ー ー ー

女性の就労環境の整備（再掲）
①ダイバーシティ経営推進セミナー
②多様な人材の活躍応援事業所表彰
③表彰受賞事業所等の取組の見える化

3

1 3,992 0 2,114 0.5 0.1

3,506 0 2,073 0.5 0.1 0.0

0.0

○
2 3,989 0 2,564 0.5 0.1 0.0

3

ー4 ー ー ー ー ー

1

2

3

4

2

3

1

令和４年度 ー ー

令和２年度
ジョイブの会員数は継続して増加しているものの、その増え方は鈍化傾向にある。働きやすいと感じる市民の割合を増
やすために、中小企業へ福利厚生を提供しているジョイブの事業等についてさらに周知を徹底していく必要がある。

市広報紙、SNS、報道、など発信力の強い媒体を活用し、魅力的な企業の情報やジョイブについて広く周知し
ていくことで、市民に働きやすいと感じてもらえるように事業を推進していくとともに、金融機関や各企業団
体と連携した新たな事業のあり方についても関係機関と検討していく。

令和３年度
ジョイブの会員数は減少に転じており、事業の見直しを図る必要がある。働きやすいと感じる市民の割合を増やすため
に、中小企業へ福利厚生を提供しているジョイブの事業等についてさらに周知を徹底していく必要がある。

市広報紙、SNS、報道、など発信力の強い媒体を活用し、魅力的な企業の情報やジョイブについて広く周知し
ていくことで、市民に働きやすいと感じてもらえるように事業を推進していくとともに、金融機関や各企業団
体と連携した新たな事業のあり方についても関係機関と検討していく。

年度 課題 見直しの方向性

令和元年度
中小企業へ福利厚生を提供しているジョイブの会員数は概ね計画どおりに増加しているものの、市内中小企業勤労者の
６％程度にとどまっている。市民が働きやすいと感じるためには、福利厚生の充実が重要であることから、ジョイブの
事業等についてさらに周知を徹底していく必要がある。

市広報紙、SNS、報道など発信力の強い媒体を活用し、魅力的な企業の情報やジョイブについて広く周知して
いくことで、市民に働きやすいと感じてもらえるように事業を推進していく。
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